
 

守山市フリースクール等利用児童生徒支援助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、不登校児童生徒の社会的自立を図るとともに学校以外の多様な学

びの場を利用する不登校児童生徒の保護者の経済的負担の軽減を図ることを目的と

して、不登校児童生徒がフリースクール等を利用するために必要な経費に対し、予算

の範囲内において助成金を交付するものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 児童生徒 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 18 条に規定する学齢児童ま

たは学齢生徒のうち、市内に住所を有する者をいう。 

(2) 不登校児童生徒 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確

保等に関する法律（平成 28 年法律第 105 号）第２条第３号に規定する者のうち、

申請のあった日前１年以内におおむね 30 日以上登校していない児童生徒をいう。 

(3) 保護者 不登校児童生徒についての親権を行う者または未成年後見人その他現

に監護する者のうち、市内に住所を有する者をいう。 

(4) 在籍学校 不登校児童生徒が現に在籍する学校をいう。 

(5) 認定フリースクール等 守山市認定フリースクール等の認定に関する要綱（令和

６年告示第 158 号）の規定により市長が認定した不登校児童生徒を支援する施設

（インターネットを利用し同時双方向型で実施するオンラインフリースクールを

含む。） 

（助成対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次に掲げる

全ての要件を満たす保護者とする。 

(1) 次条に規定する助成対象経費について国、県、市町村その他団体から補助金等の

交付を受けていないこと。 

(2) 守山市市税等の滞納者に対する行政サービスの利用制限等に関する要綱(平成

23 年告示第 17 号)第１条に規定する特定滞納者でないこと。 

（助成対象経費） 

第４条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象

者が負担した認定フリースクール等の授業料（定期的に支払う経費その他市長が授

業料に準ずるものとして認めるものに限る。）とする。ただし、助成対象となる不登

校児童生徒が医療や福祉等の公的なサービスの適用を受けて認定フリースクール等

を利用している場合は助成対象外とする。 



２ 助成対象となる認定フリースクール等の利用時間は、概ね在籍学校の課業時間内

とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、助成対象経費としない。 

(1) 入会金、年会費、入学金その他の認定フリースクール等の利用の準備に係る経費 

(2) 認定フリースクール等の利用に係る交通費 

(3) 寮費、教材費、実習費、イベント参加費その他の認定フリースクール等の利用に

伴う実費負担に係る費用 

(4) 認定フリースクール等の体験利用に係る費用 

(5) 在籍学校の課業日以外の日の認定フリースクール等の授業料 

４ ２施設以上の認定フリースクール等を利用する場合の助成対象経費は、これを合計

した金額とする。 

５ １人当たりの助成対象経費は、月額 40,000 円を限度とする。 

（助成額） 

第５条 助成金の額は、月ごとに算定するものとし、助成対象経費に、次の各号に掲げ

る助成対象者の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額から 5,000 円を

減じた額とする。ただし、当該額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てるものとする。 

(1) 守山市就学援助費給付要綱（昭和 59 年教育委員会告示第 13 号）第４条第２項第

１号に規定する要保護者 100 分の 100 

(2) 守山市就学援助費給付要綱第４条第２項第２号に規定する準要保護者 100 分の

75 

(3) 前２号のいずれにも該当しない者 100 分の 50 

２ 前項の規定にかかわらず、月の初日から末日まで全く利用しなかった月について

は、助成対象としない。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を申請しようとする助成対象者は、年度ごとに守山市フリースク

ール等利用児童生徒支援助成金交付申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の申請は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める日までに提出するものと

する。ただし、やむを得ない事由があると市長が認める場合は、この限りでない。 

 (1) ４月１日時点で認定フリースクール等を利用している場合 ４月 30 日 

 (2) 年度途中において認定フリースクール等の利用を開始した場合 利用開始から

30 日以内（２月 28 日以降に入所した場合は３月 31 日まで） 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、適当と認めた

ときは、守山市フリースクール等利用児童生徒支援助成金交付決定通知書（別記様式



第２号）により当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、助成金を交付しないことを決定したときは、守山市フ

リースクール等利用児童生徒支援助成金不交付決定通知書（別記様式第３号）によ

り、当該申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前２項の審査において、児童生徒の在籍学校の校長に意見を聴取すること

ができる。 

（情報連携） 

第８条 市長は、前条第１項の規定により決定したときは、当該不登校児童生徒が利用

する認定フリースクール等に対し、申請内容について情報提供を行うものとする。 

２ 教育委員会、在籍学校および認定フリースクール等は、当該不登校児童生徒に関す

る情報を共有するものとする。 

（交付請求） 

第９条 第７条第１項の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、守山市フリースクール等利用児童生徒支援助成金請求書（別記様式第４号。以下

「請求書」という。）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 認定フリースクール等利用状況報告書（別記様式第５号） 

(2) 認定フリースクール等が発行した領収書の写しその他の経費の明細が確認でき

る資料 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の請求は、次の各号に掲げる認定フリースクール等の利用期間ごとに、当該各

号に定める期間中に行わなければならない。ただし、当該期間中に請求書を提出する

ことが困難と市長が認める場合は、市長が別に定める期間中に請求しなければなら

ない。 

(1) ４月１日から７月 31 日までの利用 ８月１日から同月末日まで 

(2) ８月１日から 12 月 31 日までの利用 翌年１月１日から同月末日まで 

(3) １月１日から３月 31 日までの利用 ４月１日から同月 10 日まで 

（助成金の交付） 

第 10 条 市長は、前条の規定による請求があった場合、その内容を審査し、助成金を

交付すべきものと認めるときは、守山市フリースクール等利用児童生徒支援助成金

支給決定通知書（別記様式第６号）により請求者に通知し、速やかに助成金を交付す

る。 

２ 審査の結果交付しないことを決定したときは、守山市フリースクール等利用児童

生徒支援助成金不支給決定通知書（別記様式第７号）により理由を付して請求者に通知

するものとする。 

 （変更の届出） 

第 11 条 交付決定者は、第６条の規定による交付申請書の内容（１月あたりの助成対



象経費および１月あたりの助成額を除く。）を変更しようとするときは、速やかに守

山市フリースクール等利用児童生徒支援助成金変更届出書（別記様式第８号）を市長

に提出しなければならない。 

（その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この告示は、この告示の施行の日以後に利用した認定フリースクール等について

適用する。 

（守山市市税等の滞納者に対する行政サービスの利用制限等に関する要綱の一部改正） 

３ 守山市市税等の滞納者に対する行政サービスの利用制限等に関する要綱（平成 23 年

告示第 17 号）の一部を次のように改正する。 

別表１補助金、交付金、報奨金等（物品給付を含む。）の表に次のように加える。 

守山市フリースクール等利用児童生

徒支援助成金  

守山市フリースクール等利用児童生徒支援

助成金交付要綱（令和６年告示第 157 号） 

 


